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新病院は 29 年 11 月開院 

 気仙沼市立病院の新築は、震災前からの重要課

題だった。田中地区にある現病院は、増築を繰り返

したことによって内部は迷路のようになり、昭和

38 年に建設された外来診療棟などは老朽化が目立

ち、耐震性への不安もあった。診療を続けながら現

地で建て替えることは困難で、気仙沼市は市内６

カ所の移転候補地から赤岩杉ノ沢地区を選定した。

ただし、周辺の商店街などへの影響から、現在地で

の建て替えを望む意見も根強かった。 

 復興予算を財源とした宮城県地域医療再生基金

を活用できることになったものの、「25 年度内の建

設着手」が条件となり、震災後の混乱期にあっても

スピードが求められた。そこで、造成工事、本体工

事、電気整備などをまとめて発注。工事費高騰から

最初の入札は不成立となったが、２度目に入札が

成立し、26 年 9 月に工事に着手した。プロポーザ

ル方式の業者選定によって設計は日建設計、造成

を含めた工事は大成建設や地元のクマケー建設な

どによる特定建設共同企業体が請け負った。 

 新病院は敷地面積 5万 9341 ㎡、延べ床面積 2万

8458 ㎡。災害拠点病院の役割も担い、地上６階、

地下１階の免震構造とする。総事業費は 246億円。

現在は造成工事が急ピッチで進められ、7月から免

震工事、9 月から鉄骨工事に入り、建物は 29 年 4

月 30 日の完成を予定している。新施設でのトレー

ニング期間を置いてから 11 月に開院する。 

■無料駐車場を 668 台分用意 

 現病院の診療科は、内科、消化器科、心療内科、

呼吸器科、循環器科、小児科、外科、整形外科、脳

神経外科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉

科、皮膚科、泌尿器科、、リハビリテ

ーション科、放射線科、麻酔科、歯科

口腔外科の 18 科で、新病院でもこの

体制を維持する計画。病床数は人口

減少を見据え、340 床（感染症病床 4
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床含む）に減らす。透析センター、附属看護専門学

校、ヘリポートなどを併設する。 

 高齢化社会へ対応するため、回復期リハビリテ

ーション病床を新たに整備する。これによって入

院の長期化（実態は 2割が 60 日以上）を防ぎ、リ

ハビリによる社会復帰を促進する。 

現施設では有料のうえに点在して不便だった駐

車場は、668 台分を確保。無料化を予定している。 

■ 院内にはコンビニ 

 新病院は地下 1 階、地上 6 階で、地下 1 階に看

護専門学校、食堂、院内食の厨房、薬剤部門などを

配置した。1階に外来部門と人工透析、2階に救急

部門や手術部門、3～6 階は病棟とする。2階の救急

部門にはスロープを設置し、救急車から直接搬入

できるようにする。市民から要望が多かったコン

ビニ用のスペースを用意する。 

 外来部門を集約する 1 階は、玄関を入ると広い

エントランスホールとモールが続き、待合スペー

スを十分に確保した。このスペースを活用した図

書コーナーやキッズスペースも検討している。 

 2 階にはリハビリ部門や内視鏡、放射線部門も配

置。3～6 階の病棟は、ナースステーションを中心

にして 4人部屋を基本とした病室が並ぶ。   

■ 総事業費 246 億円 

 新病院建設のための基本構想・基本計画は、震災

前の 22 年 8 月に策定されていた。市町合併による

合併特例債を活用して 29年度末の開院を目指して

いたものの、事業費 194 億円の

ほとんどは借金と自己負担に

頼っていた。事業費は市町合併

時の計画では 150 億円の見込

みだった。 

 資金計画は震災によって一

変した。地域医療の復興を目的

に、国の財政支援が大幅に充実

し、宮城県の地域医療再生基金

を通して約 120 億円を見込め

ることになった。震災前の減価償却の負担が大き

くて開院 6 年後までは赤字の予測だったが、補助

金によって黒字の予測に変わった。 

 財源が確保できた一方で、26 年 2 月に実施した

工事入札は震災後の工事費高騰によって成立しな

かった。参加業者はあったものの、入札額と予定額

に 20％の乖離があって調整もできず、設計や見積

額の見直しが必要になった。 

 植栽工事や職員駐車場の舗装を取りやめるなど

設計を見直したが、資材や労務費の高騰分には追

い付かず、事業費は 245 億円まで膨らむことにな

った。増額分の財政支援を国に求めながらも、決定

まで待っていては完成が遅れるだけでなく、さら

新病院の 1 階平面図 
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に工事費が高騰していく恐れがあったため、市は

自己負担を覚悟して増額分を用意。26 年 8 月、国

の支援決定を前に再入札に踏み切り、何とか契約

を成立させた。国の追加助成（47 億 7 千万円）が

決まったのは 27 年 4月になってからだった。 

 市の英断によって 29年度開院の目標は守れたも

のの、最初の入札が成功していれば開院時期を 29

年度早々に前倒しすることも可能だった。 

■ 待ち時間対策 

 新病院建設の参考にするため、市は 24 年 8月に

患者や家族などにアンケート調査（回答 371 人）を

実施した。新病院に対して多かった意見は、広い駐

車場の確保、路線バスの運行、4人部屋導入などで、

待ち時間の短縮を望む人も多かった。 

 現病院では、外来診療の受け付けを平日の午前

11 時までに限定している。初診は午前 8時 30 分か

らの受け付けだが、再診の場合は午前 7 時から自

動受付機を利用できる。しかし、少しでも早く診療

を受けるため、玄関が開錠される午前 5 時から並

んで待つ人がいる。 

 それでも、受け付けから診察、そして会計伝票発

行までの時間は平均約 2時間 40 分（予約制を導入

している呼吸器科、脳神経外科、整形外科、歯科口

腔外科は 1時間 20 分）も要している。混雑する科

では診察が午後に持ち越されることも珍しくない。 

 ゴールデンウイーク明けの初日となった 5 月 7

日（木曜日）は 1000 人以上が外来に訪れ、午後 1

時の段階で 300 人近くの診療が終わっていなかっ

た。特に忙しいのは内科で、263 人もが訪れ、まだ

66 人が診療待ちの状態だった（右上写真参照）。 

 市は待ち時間短縮のため、27 年度中に電子カル

テを導入した上で、予約制も段階的に拡大するこ

とを目指している。アンケート調査では、呼び出し

番号を表示する電光掲示板の設置、自動入金機の

増設などの要望も多かった。新病院では、待ち時間

の負担を解消するため、図書コーナーや子どもコ

ーナーの用意、医療情報システム導入による業務

効率化などを検討している。 

 他の病院では、受付番号からインターネットで

待ち状況を確認できる仕組みを取り入れていると

ころもあり、抜本的な対策が期待される。 

■ 経営改善への挑戦 

 国の補助金によって将来的な収支見通しが明る

くなったとはいえ、自己負担分の借金返済、人口減

少に伴う収入減少などによって、不採算部門も担

う自治体病院特有の慢性的な経営難に変わりはな

い。そこで、市は新病院の建設に向け、市立病院経

営安定・健全化検討委員会を設置した。 

最初に取り組んだ経営分析では、市の一般会計

予算からの負担増を問題視した。国から地方交付

税を受けている市が、一定基準の額を自治体病院

へ繰り入れていくことは問題ないのだが、震災後

は毎年約 3億円を基準以上に支出しているからだ。

この「基準外繰り入れ」が多いということは、それ

だけ病院経営の赤字が大きくなっているというこ

とになる。 

税金を投入して運営している以上、経営の健全

化に努めなければならない。しかし、現在の病院は

患者数の減少によって収益が低下。震災前の稼働
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病床数は 451 床だったが、新病院への移行も見据

えて 351 床まで減らし、人員やコストの削減にも 

努めている。 

職員 1 人当たりの

労働生産性は、1日当

たり医師 32 万 2 千

円、看護部門5万 8千

円。類似指標に比べ

ると医師は 2 万円高

く、看護部門は 8 千

円低い結果となっ

た。病床削減によっ

て看護師が余剰状態

になっていることが

要因である。 

こうした課題を受け、新病院が開院するまで一

般会計からの基準外繰り入れを解消することを目

的に対策を検討した。27年3月に報告書をまとめ、

人員配置、未収金回収、待ち時間短縮などの対策を

提案。患者満足度調査の実施、市民ボランティアの

活用も盛り込んだ。これから行動計画づくりに着

手し、新たな指針に基づく改革プランも 28 年度に

策定する予定だ。 

■ 集団移転事業で道路整備 

 新病院は国道 45 号気仙沼バイパスへ出入り口

を用意する。バイパスには右折レーンを設置し、

病院からバイパスへ出るための右左折レーンも用

意する予定。信号機と横断歩道の整備については

協議中だという。 

 開院する 29 年度には、三陸道の大谷～気仙沼

バイパス間が先行供用される予定。復興工事の収

束とともに交通量は震災前並みに戻ると考えられ

るが、三陸道効果でインター周辺は増加する可能

性もある。新病院建設地の周辺では、薬局を中心

とした事業所が進出準備を進めており、気仙沼バ

イパス沿いのにぎわい創出が期待される。 

 病院の北側では、計 133 区画の防災集団移転団

地整備が行われている。この事業によって整備す

る市道は、主要地方道気仙沼唐桑線（イオン気仙

沼店前）と反松公園方面を結ぶ 2車線道路を予

定。新病院にもアクセスでき、多くの市民が利用

するものと予想される。周辺の道路をさらに整備

すれば、住宅地としての開発が進む可能性を十分

に秘めている。杉の沢から条南中学校へ神山川を

渡る歩道橋（幅 2ｍ）整備も計画している。 

26 年 5 月現在の職員数 

医師 
43 人 

定数外 7人 

歯科医師 2 人 

薬剤師 13 人 

看護師 286 人 

准看護師 1 人 

医療技術 79 人 

事務 38 人 

一般労務 1 人 

看護助手 24 人 

合計 494 人 

造成工事が進み、気仙沼バイパスへの工事用道路も整備されつつある 

新市立病院周辺の道路計画イメージ 
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■ 三陸道と 2次医療圏 

 宮城県は第 6 次地域医療計画（25～29 年度）で

2次医療圏（一般的な入院医療サービスを提供する

医療圏）を見直した。2次医療圏として独立してい

た気仙沼医療圏は、石巻、登米に統合する方針が示

されたが、気仙沼市は医師確保への影響などを心

配し、「三陸道が気仙沼に達していない。新病院建

設事業を進めており、地域の実情を十分に踏まえ

てほしい」などと現状維持を求めた。 

 県は、今後さらに高次医療強化を図る石巻赤十

字病院と連携できることなどをメリットとして説

明し、病院建設に対する財政支援を引き続き行う

ことなどを約束。「市民に不安を与えないように気

仙沼市立病院を中心とした医療提供体制整備の方

向性も計画の中にしっかりと書き込む」と理解を

求めた。 

 結局、25 年 4 月に策定された計画では、石巻・

登米・気仙沼を 2次医療圏とすることになり、気仙

沼市立病院については「三陸道が整備された後も

気仙沼地域における中核的医療機関として相当程

度の医療サービスが充足できるように引き続き機

能強化を図る」と記述した。 

一方、「将来的な三陸道延伸を念頭に置き、石巻・

登米地域との連携を推進する必要がある」との文

言も盛り込まれた。著しい重症患者や特殊医療に

対応する 3次医療圏は県全域とした。 

 新たな 2 次医療圏の中心となっていく石巻赤十

字病院は、三陸道の沿線にある地の利を生かして

高度な救急医療にも対応。現在、救急救命センター

拡充、重症治療室新設などのための増改築工事が

進められ、28 年 8 月には完成予定だ。災害医療の

スペシャリストを育成する災害医療研修センター

が先行完成しており、今月 18 日にオープンする。

職員の子どものための院内保育園（定員 70 人）も

整備されている。 

■ 附属看護学校の今後 

 市立病院で働く看護師の 9 割以上が、併設され

た附属看護専門学校の卒業生である。新病院に看

護学校も移転するが、市内には医師会の看護学校

もあり、将来的な在り方については十分な議論が

必要だ。 

 附属看護学校の存在意義は、病院で働く看護師

の安定確保であるが、最近は卒業生の進路が変化

している。卒業生 40 人のうち市立病院に就職する

のは 1～2 割程度で、20 年度と 26 年度は 1 人だけ

だった。病院の人員削減に伴う採用抑制が理由で、

就職を希望しても採用されない卒業生がいる。地

元以外の学生が多く、大学などへ進学する人が増

えていることで卒業生の30人近くは市外へ出て行

ってしまうのだ。 

附属学校への講師派遣が医師の負担になってい

るという課題もあり、新病院建設に当たって存在

意義を再確認したが、「人材を育成する貴重な社会

資源であり、地域外の学生受け入れによる地域活

性化の効果もある」と結論付けた。 

看護学校の事業費用は年間約 1億円。入学金 5万

円、年間授業料 13 万 2千円では賄いきれず、連結

した病院経営を圧迫して市の財政負担となってい

る。 

専門サイトによると、看護学校の平均的な学費

（入学金を含めた初年度納入金）は 60～70 万円。

気仙沼市立病院附属学校のように 20万円以下の学

校は、全国 500 校以上の中で 32 校だけだった。気

仙沼市医師会の高等看護学校は入学金 20 万円、授

業料は年間 48 万円、施設設備資金 5万円となって

石巻赤十字病院の増築イメージ 
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いる。人口減少とともに少子化が進む中、人口 6万

人規模の都市に 2 つの高等看護学校がある意義を

再考しなければならない。 

■ 跡地活用は内部検討中 

 注目されるのは、現病院の跡地活用だ。約 2万 4

千㎡に及ぶ敷地だけでなく、平成 5年に増築され、

まだ償還が終わっていない北棟、駐車場となって

いる市有地の転用策などが、周辺市街地の活性化

に大きく影響するからだ。 

 市は 26 年 11 月、関係課長による市立病院跡施

設利用検討委員会を設置し、内部での検討を進め

ている。委員会は中間報告を菅原市長に提出して

おり、年度内にも一定の方向性を見出すものとみ

られるが、内部の検討にとどまり、地元商店街や市

民を巻き込んだ議論が本格化するのはまだ先にな

りそうだ。 

 なお、24 年 2 月に見直された新病院建設事業の

基本構想・基本計画では、「（耐震基準を満たした）

管理棟・増築棟については、医療系施設・介護系施

設や生涯学習施設への利用が考えられる」とした。 

■ 市民が支える仕組みづくり 

 宮城県医療整備課のまとめによると、気仙沼保

健所管内では震災前に 7病院、44 診療所の計 51 施

設があったが、震災によって 9 施設が廃止届を出

し、11 施設は移転・仮設を余儀なくされた。震災

から 3年半後の 26 年 9月時点で、歯科を含めた医

療機関の再開率は 77％にとどまり、地域の拠点病

院である市立病院の役割は一層高まった。 

 震災前に開設した地域医療連携室が機能する一

方で、市立病院の医師の負担は重たいままだ。新病

院へ向けた病床数を減らし、25 年度の 1 日当たり

患者数は入院 272 人、外来 1040 人と、震災前の 21

年度と比べて入院は 29％、外来は 14％減少してい

るが、類似病院に比べると外来は 23％多い状況に

ある。しかも職員には、震災による疲労やストレス

も蓄積している。 

 市内の子育てママたちが今年 3 月に主催した座

談会では、新病院へ期待することなどを話し合っ

たが、病院関係者からは「医師は外来と入院患者に

対応するだけでも多忙なのに、救急外来も担って

いる。夜勤明けのまま通常勤務に就くこともある」

と医師の負担によって病院が成り立っていること

を説明した。全国的に産科医はリスクが高くて希

望者が不足し、助産師の確保も難しくなっている

状況にも理解を求めた。救急搬送は年間 2000 件以

上受けて入れているが、その約 8 割は軽傷患者。

「コンビニ受診」で救急外来を利用することが、さ

らに医師の負担を増やしている。 

 そこで母親たちが提案したのが、市民による病

院ボランティアである。さまざまな課題はあるが、

院内の案内、患者の子どもの子守りなどを市民が

担うことで、病院の負担を減らすだけでなく、「自

分たちの病院を自分たちで守る」という意識啓発

にもなると考えたのだ。 

 新病院を契機に、病院への理解を高めるために

は、詳細な計画を詰めていく上でできるだけ多く

の市民を巻き込み、情報を積極的に発信すること

が大切だ。「開かれた病院づくり」を目指した工夫

が求められている。新病院は、働く人も市民も笑顔

がこぼれる場所になってほしい。  

気仙沼復興レポートのバックナンバーは今川悟ホーム

ページで公開中です。 http://imakawa.net 
❶少子化と人口減少❷防潮堤問題❸復興予算の限界 

❹鉄路復旧とＢＲＴ❺高校再編❻災害公営住宅❼仮設住

宅❽財政シミュレーション❾災害危険区域❿震災遺構 

⓫人手不足⓬防災公園⓭震災検証（津波編）⓮三陸道 

http://imakawa.net/


7 

 

 気仙沼市立病院の東日本大震災における対

応、そして教訓は 24 年 3 月に発行した「気仙

沼市立病院 東日本大震災活動記録集 今を生

きる ともに未来へ」（病院ＨＰで紹介）に記録

されている。目前まで迫った津波などの写真、

トリアージや災害対応の取り組みが部門ごと

に丁寧にまとめられている。 

 市立病院は災害拠点病院に指定されていた

が、津波直後に運ばれた患者が予想以上に少な

かった。やがて慢性疾患への薬剤投与、感染症

対策、在宅療養支援などが大きな役割になって

いった。ＤＭＡＴなどの医療支援の受け入れ、

情報収集、避難所の支援、備蓄品確保なども課

題となった。職員が少ない夜間などの時間帯に

震災が発生していれば、入院患者などへの対応

はより困難だったとみられる。 

 備蓄品の中でも、自家発電を継続するための

燃料確保が課題となり、自家発電装置 2 機のう

ち 1 機は停止と稼働を繰り返す故障寸前の状

態だった。重油残量は 16 時間程度発電しか見

込めず、スーパーの駐車場に乗り捨てられてい

たタンクローリーから事後承諾で重油を抜き

取って、発電機を何とか維持した。 

病院機能が不十分だったため、人工呼吸器装

置が必要な重症患者を東北大学病院にヘリ搬

送し、透析患者 104 人は北海道などへの長期避

難を余儀なくされた。病院敷地内にヘリポート

がなかったことによるロスも大きかった。300

人に及ぶ入院患者の食糧確保にも苦労した。 

■ 産声に希望の光 

 職員 496 人は全員無事だったが、100 人以上

の自宅が全半壊の被害を受けた。家族が犠牲に

なった職員も少なくなかった。 

震災が発生した 23 年 3 月 11 日から 22 日ま

で、患者総数は 1918 人、このうち重症患者は

105 人、緊急手術 7 人だった。トリアージポス

トを開設したものの、震災当日の患者受け入れ

は 20 人ほどにとどまった。自衛隊が救助活動

を始めた翌日から搬送が急増。11 日間で 1918

人（外来患者は 3361 人）をトリアージしたが、

低体温症、重油や海水を飲み込んだことによる

肺炎が多かった。 

 片手を挙げたまま死後硬直した警官の遺体、

消防団の制服を着た男性の遺体と対面した遺族

の様子、夜中にひっそりと泣いていた看護師の

姿があったことは、市民のほとんどが知らずに

いる。津波後の火災が幸町のガスタンクに延焼

することを恐れ、全員の避難も検討していた。 

震災翌日の 12 日午前 8 時 22 分に震災後初め

ての赤ちゃんが緊急帝王切開によって誕生した。

妊婦は自衛隊が路上で収容した。産声が聞こえ

た時、手術室のスタッフから自然と拍手が起こ

り、「笑顔と涙があふれた。多くの命が失われた

一方で、新しく生まれた命、命の尊さを実感し、

絶望の中に希望の光を感じた瞬間だった」。3 月

11 日から 24 日まで 17件の分娩があった。 

震災時の市立病院の対応と教訓 


